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介護サービス事業（居宅サービス分）における生産性向上に資するガイドライン改訂版

概要

目
的

本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
概
要

• 生産性向上に取り組む介護事業所の改善活動を支援するために、支援ツールの活用による事業所課題の抽出や、
取組内容の検討等の一連の流れを解説し、改善活動のノウハウを普及する。

• 改訂したガイドラインや支援ツールの公表を通じて、介護事業所の改善活動の横展開を支援する。

Chapter.1 介護サービスにおける生産性向上のとらえ方
介護サービスにおける生産性向上の必要性と、取り組む意義や考え方を紹介

Chapter.2 生産性向上に向けた改善活動の標準的なステップ
改善活動の進め方、具体的な手順やポイントを紹介

Chapter.3 ツールを活用した改善活動の取組
支援ツールの効果的な活用方法について、具体的な手順やポイントを紹介
－e-ラーニングツール ：ガイドラインに掲載された事例を動画で解説し、文章では読み取れない実際

の雰囲気や取組のポイントについて理解の促進を図る
－課題把握ツール ：事業所の課題の見える化や解決に向けた方針決定等を支援する
－業務時間見える化ツール ：事業所でどのように時間が使われているのかを見える化する

Chapter.4 取組事例
改善活動の参考例を取組別に紹介
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介護サービス事業（居宅サービス分）における生産性向上に資するガイドライン改訂版

概要

Chapter.１ 介護サービスにおける生産性向上のとらえ方

Chapter.２ 生産性向上に向けた改善活動の標準的なステップ

手順
4

Do
改善活動に
取り組もう

手順

6

Action

実行計画を

練り直そう

手順
1

準備
改善活動の
準備をしよう

手順
2

見える化
現場の課題を
見える化しよう

手順
３

Plan
実行計画を
立てよう

手順
5

Check
改善活動を
振り返ろう

本ガイドラインは、単なる手引きとしてだけでなく、後述する生産性向上支援
ツールを活用し、以下の図で示す１～６の標準的な手順（ステップ）に沿っ
た改善活動への効率的な取組方法をガイドするように作成されている。
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使用
ツール 課題把握ツール

業務時間
見える化ツール

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

スタッフA

スタッフB

スタッフC

スタッフD

スタッフE

スタッフF

スタッフG

スタッフH

サービス 利用者宅移動 その他の移動 介護記録 日報作成

会議 その他

• ワークショップ
の実施

• 課題分析シート
の記入

取組
ステップ

準備

Che
ck

P
l
a
n

課
題
分
析

方
針
決
定

Do
(活動の
実施)

現
状
把
握

課
題
抽
出

見
え
る
化

Action

各取組ステップの
具体的内容

e-ラーニングツールで改善
活動の準備をしよう

e-ラーニングツールの
閲覧で、改善活動に対する

意欲を高める。

課題把握シートと業務時
間見える化ツールで現場
の課題を見える化しよう

「課題把握シート」を使い
課題を見える化し、取り組
む課題を洗い出す。また
「業務時間見える化ツー
ル」で業務を定量的に把握

する。

ワークショップを通じて実
行計画を立てよう

解決する課題を絞り込み、
ワークショップで考えられ
る取組を出し合いながら課
題解決までの道筋を描く。

実行計画に基づいて改善
活動に取り組もう

類似する事例動画を参考に
しながら、改善活動のゴー
ルイメージを描き、その達
成のために必要なプロセス
とメンバーの役割、スケ
ジュールを進捗管理シート
で共有する。

活動中も進捗管理シートを
振り返りながら、進捗状況
に合わせて適宜計画を修正
していく。

している 一部している していない

1
施設・事業所の理念・基本方針を踏まえ、目標を明記した事業計画を策定

しているか ✓ ←回答が重複しています

2
施設・事業所の理念・基本方針を踏まえた事業計画の実施状況について、

一定期間の後、振り返り・評価しているか ✓

3

利用者・家族から、施設・事業所内のサービスの提供状況について定期的に

評価・苦情等を受ける仕組み（利用者満足度調査、意見箱の設置、管理者に

よる聞き取り調査等）を整備しているか
✓

4

施設・事業所の理念・基本方針を踏まえた事業計画について、承認、

モニタリング、課題解決策の検討を推進する会議体（運営会議など）を

設置しているか
✓

5
業務改善活動について、計画、承認、モニタリング、課題解決策の検討を推進

する会議体（委員会・ワーキンググループ等）を設置しているか ✓

6 事業所の理念・基本方針について、職員に理解・浸透させているか ✓

7

職員の業務改善活動（ICT機器・ロボットの活用等）を継続的に推進するために、

事業所内の職員向け研修の年間計画の内容に盛り込み、計画通りに実施

しているか
✓

8
事業所内の業務量と職員の稼働状況を把握した上で、適切な人員配置・シフトを検

討しているか ✓

9
職員が休憩を十分確保することや、職員の残業時間を低減することを意識した

マネジメントしているか ✓

1 0 職員のシフト作成に時間をかけない対策（自動作成ソフトの活用など）しているか ✓

1 1
送迎ルート・訪問ルートの作成に時間をかけない対策（自動ソフトの活用など）を実

施しているか ✓

1 2 事業所内が常に整理整頓しているか ✓

1 3 事業所内で物品管理を徹底しているか ✓

対応の実施

事業所管理

理念・基本方針を

踏まえた

事業計画の策定と

評価に基づく

サービスの改善

事業計画の

策定

遂行体制

計画的な人材配置

人材の配置と体制整備

職場環境整備

大項目 中項目 小項目 # 課題把握の視点

している 一部している していない

1
施設・事業所の理念・基本方針を踏まえ、目標を明記した事業計画を策定

しているか ✓ ←回答が重複しています

2
施設・事業所の理念・基本方針を踏まえた事業計画の実施状況について、

一定期間の後、振り返り・評価しているか ✓

3

利用者・家族から、施設・事業所内のサービスの提供状況について定期的に

評価・苦情等を受ける仕組み（利用者満足度調査、意見箱の設置、管理者に

よる聞き取り調査等）を整備しているか
✓

4

施設・事業所の理念・基本方針を踏まえた事業計画について、承認、

モニタリング、課題解決策の検討を推進する会議体（運営会議など）を

設置しているか
✓

5
業務改善活動について、計画、承認、モニタリング、課題解決策の検討を推進

する会議体（委員会・ワーキンググループ等）を設置しているか ✓

6 事業所の理念・基本方針について、職員に理解・浸透させているか ✓

7

職員の業務改善活動（ICT機器・ロボットの活用等）を継続的に推進するために、

事業所内の職員向け研修の年間計画の内容に盛り込み、計画通りに実施

しているか
✓

8
事業所内の業務量と職員の稼働状況を把握した上で、適切な人員配置・シフトを検

討しているか ✓

9
職員が休憩を十分確保することや、職員の残業時間を低減することを意識した

マネジメントしているか ✓

1 0 職員のシフト作成に時間をかけない対策（自動作成ソフトの活用など）しているか ✓

1 1
送迎ルート・訪問ルートの作成に時間をかけない対策（自動ソフトの活用など）を実

施しているか ✓

1 2 事業所内が常に整理整頓しているか ✓

1 3 事業所内で物品管理を徹底しているか ✓

対応の実施

事業所管理

理念・基本方針を

踏まえた

事業計画の策定と

評価に基づく

サービスの改善

事業計画の

策定

遂行体制

計画的な人材配置

人材の配置と体制整備

職場環境整備

大項目 中項目 小項目 # 課題把握の視点

• 課題把握シー
トの記入

• 業務時間の測定

課題 1) 課題 2) 課題 3)

改善する課題
利用者に関する申し送り事項の

共有に漏れがある
記録作成に転記作業が生じている

利用者の記録を、

必要な時に検索・閲覧することが

できていない

改善活動案

・事業所内の連絡手段を電話から

他のツールに変える

・毎朝朝礼を開催し情報共有する

・利用者と担当者を固定する

・書類のフォーマットを減らす

・転記作業のマニュアルを作る

・ICTツールで記録を作成する

・書類の保管ルールを決める

・事業所内を整理整頓する

・紙での記録作成をやめる

実施する改善活動
事業所内の連絡手段を電話から

他のツールに変える
書類のフォーマットを減らす 事業所内を整理整頓する

課題解決の取り組み優先度 3位 2位 1位

担当者 未定 Aさん Bさん

• 改善方針シート
の記入

活動のゴール

振り返り
（改善活動実施後に記入）

実施有無

4月中旬 7日間
管理者・サ責会議の開催

（2～3回）

4月中旬 7日間
管理者・サ責会議の開催

（1回）

4月末
7日間

（準備含む）

告知準備

事業所内の掲示板に掲載

事業所内の定例会議で告知

5月中旬
5日間

（準備含む）

オリエンテーション準備

オリエンテーションの開催

事業所内の掲示板に掲載

7月初旬 45日間
事業所内の連絡手段として

チャットソフトを導入

ステップ①

ステップ②

ステップ③

ステップ④

定量的な
振り返り

業務時間に変化があったか
確認しよう

7月中旬 7日間 業務時間調査

職員の働きやすさに変化があったか
確認しよう

7月中旬 7日間 職員アンケート

ケアの質に変化があったか
確認しよう

7月下旬 14日間 ワークショップ

実行計画を
立てよう

改善活動の具体化をしよう
（改善活動のステップを書いてみよう）

改善活動の推進体制を構築しよう

事業所内で活動内容を周知しよう

改善活動開始に向けて
オリエンテーションを実施しよう

定性的な
振り返り

改善活動を実施しよう

改善活動を
振り返ろう

改善活動に
取り組もう

4月 5月 6月 7月

事業所内の連絡手段を電話から他のツールに変えることで、利用者に関する申し送り事項の漏れをなくす

■業務改善方針

■進捗管理表

期限
（いつまで終えたいか目標を記載）

所要日数
（各プロセスに必要な日数を記載）

2020年
実施事項改善プロセス

• 進捗管理シート
の記入

原因 課題 影響
関係する業務

（任意回答）

関係する職種

（任意回答）

優先的に解決すべき課題

 1)

 2)

 3)

利用者に関する申し送り
事項の共有に漏れがある

記録作成に転記作業が
生じている

利用者の記録を、
必要な時に検索・
閲覧することが
できていない

新任の職員に対して
効果的なOJTを実施
できていない

職員同士が対面で集まる
機会をなかなか作れないため

申し送り事項を連絡したい
時に電話がつながらないため

利用者から「先週ヘルパー
さんに伝えたことを、今週の
ヘルパーさんが把握していな
かった」と苦情がきた

サ責が常に電話対応に追われ
ていて、スケジュール作成等
の業務に集中できない書類の種類が多いため

報告先が多いため 転記作業で残業が発生

転記ミスが発生している

利用者の家族から電話で
問い合わせを受けたときに、
すぐに記録を見ながら対応す

ることができない

書類の保管ルールが
決まっていないため

紙で記録を作成して
いるため

新人職員の成長かに
時間がかかる

人手が足りていないため

情報共有

記録作成

記録閲覧

人材育成

利用者に関する申し送り事項の共有に漏れがある

記録作成に転記作業が生じている

利用者の記録を、必要な時に検索・閲覧することができていない

課題による「影響」が特に深刻なもの

「原因」を辿ると、
すぐに解決できそうなもの

• 生産性向上の背景
に関する動画の閲
覧

• 各種ツールの使い
方、ワークショッ
プの進め方などの
動画の閲覧

• 改善活動事例の進
め方に関する動画
の閲覧

e-ラーニングツー
ル

介護サービス事業（居宅サービス分）における生産性向上に資するガイドライン改訂版

業務時間見える化ツール

e-ラーニングツール

課題把握ツール（例：課題把握シート）

概要

Chapter.３ ツールを活用した改善活動の取組

本ガイドラインは単なる読み物ではなく、各種ツール
を活用しながら実際に介護事業所の生産性向上に取
り組む際の手順や取り組み方の詳細を紹介している。

生産性向上支援ツール一式の使用フロー
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介護サービス事業（居宅サービス分）における生産性向上に資するガイドライン改訂版

概要

Chapter. ４ 取組事例

生産性向上の7つの取組
７つの区分に分類された81の取組事例を掲載して
いる。

取組事例の整理項目
取組のプロセス（手順）を中心に、取組時のポイント、得られた成果、必要
な準備（コスト）とといった観点で事例を紹介している。

訪問介護 訪問入浴介護 通所介護
定期巡回・
随時対応型
訪問介護看護

小規模多機能型
居宅介護

居宅介護支援

情
報
共
有
の
工
夫

事例―54

社会福祉法人長寿村 やなかナイトケア
（東京都足立区）
プロジェクトメンバー：3名

電話からチャットソフトへの移行による事業所内コミュニケーションの効率化
 事業所内での随時の連絡（訪問予定の急な変更など）の手段として、タブレット

型端末で利用するチャットソフトを導入

• 操作が簡単なチャットソフトを
選んだ。

• 職員がチャットソフトを使う中
で「これもあったら嬉しい！」
と思う機能は積極的に導入を検
討した。
(ノート機能を活用し、日程表共
有の仕組みを構築した）

緊急時に電話がつながらず、何度もかけ直しが必要になる等、効率が悪かった
 利用者の訪問スケジュールの変更連絡等、リアルタイムの情報共有が必要な際に、サ責へ

の電話連絡による情報共有を行っており、電話がつながらない等の非効率が発生していた。
 電話では全職員への一斉連絡ができず、”そのとき手が空いている人”を探すのに手間が

かかっていた。

困っていたこと（取組の理由）

課題解決のプロセス（手順） 取組時のポイント・工夫

職員間の情報共有手段を電話からタブレット型端末と
チャットソフトに転換。利用者別のチャットルームを作
成し、利用者ごとの情報を各チャットルームで共有する
仕組みを構築した。

タブレット型端末の手配・チャットソフトの選定
訪問中に持ち歩くのにちょうど良いサイズのタブレット型端末、使い
やすいチャットソフトを相談して選定する。

チャットソフト上のチャットルームの作成
利用者別・連絡内容別等、実態に合ったチャットルームを作成する。

チャットソフトを用いた事業所内の連絡ルールを周知
チャットソフトを使用する目的・タイミングや、各チャットルームの
使い方を事業所内に周知する。

チャットソフトの運用実態を踏まえて運用ルールを改善
チャットソフトに慣れていない人の意見や、チャットソフトでさらに
共有したい情報等を踏まえ、運用ルールを適宜更新する。

（具体例：ノート機能を活用し日程表を共有するタイミングをルール
化）

 ヒト：管理者・サ責が１回１時間程度の議論を４～５回実施。
 モノ：タブレット型端末の導入費、通信費。

取組に必要な準備（コスト）

1

取組内容

2

3

4

 チャットソフトでの連絡により、月間728
分（約12時間）を削減した（職員14人あた
り）。

量的な成果質的な成果

 電話と異なり、連絡内容がチャットソフト
上に残るため、重要な情報の共有漏れが防
止された（特に緊急の日程変更や、サービ
ス時の注意点・変更点等の共有時に役立
つ）。

タブレット型端末使用イメージ

チャットルーム

事業所名

④取組内容

• どんな取組をして、どんな結果
が得られたかを端的に記してい
ます。

• 取り組んだ事業所名とプロジェ
クトメンバーの人数を示してい
ます。

⑨成果

• サービスの質の向上を示した質
的な成果（左側）と量的な効率
化（右側）を示す量的な成果を
記しています。

⑩取組に必要な準備（コスト）

• 取組を実践するために必要な人
的資源のほか、ツールやその維
持費などを分けて記しています。

⑧図表

• 文章よりも図や表の方が、
成果や取組の特徴が伝わる
場合に、イメージとして載
せています。

⑤課題背景・困り事

• 今回取り組んだ課題背景につい
て記載しています。特に、現場
で、どのような問題・困り事が
起きていたのかを記しています。

⑦取組時のポイント・工夫

• 目的を達成するために、取
り組むべき点、注意すべき
点など、取組を円滑に進め
るためのポイントを記して
います。

⑥課題解決のプロセス（手順）

• 取組テーマに着手してから成果
を出すまでのプロセス（手順）
をステップ形式で整理していま
す。何をすべきかを具体的に記
しています。

②サービス種別

• この事例に取り組んだ
事業所のサービス種別
を表しています。

①事例番号

• この事例の事例番号を表しています。

③事例分類

• P.8で示した７つの取組
のうち、どこにこの事
例が位置づくのかを表
しています。

①職場環境の
整備

②業務の明確化
と役割分担

⑤情報共有の
工夫

⑥OJTの仕組み
づくり

③手順書の作成

④記録・報告様
式の工夫

⑦理念・行動指
針の徹底

5Sの視点で安全な介護環境と働きやす
い職場を整備する。

業務の明確化と役割分担の見直しにより、
ムリ・ムダ・ムラ（３M）を削減して、マス
ターラインを再構築する。

ICT等を用いて転記作業の削減、一斉同
時配信による報告申し送りの効率化、情
報共有のタイムラグを解消する。

日常業務を通じた人材育成の仕組みを
つくる。職員の専門性を高め、リーダーを
育成するため、教育内容の統一と指導方
法の標準化を図る。

理念やビジョンを基に職員の経験値、知
識を可視化・標準化することで、若手を含
めた職員全体の熟練度を要請する道筋
を作る。

項目の見直しやレイアウトの工夫等によ
り、情報を読み解きやすくする。

組織の理念や行動指針に基づいて、自
律的な行動がとれる職員を育成する。
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概要

Chapter. ４ 取組事例

生産性向上の7つの取組
７つの区分に分類された81の取組事例を掲載して
いる。

取組事例の整理項目
取組のプロセス（手順）を中心に、取組時のポイント、得られた成果、必要
な準備（コスト）とといった観点で事例を紹介している。

訪問介護 訪問入浴介護 通所介護
定期巡回・
随時対応型
訪問介護看護

小規模多機能型
居宅介護

居宅介護支援

情
報
共
有
の
工
夫

事例―54

社会福祉法人長寿村 やなかナイトケア
（東京都足立区）
プロジェクトメンバー：3名

電話からチャットソフトへの移行による事業所内コミュニケーションの効率化
 事業所内での随時の連絡（訪問予定の急な変更など）の手段として、タブレット

型端末で利用するチャットソフトを導入

• 操作が簡単なチャットソフトを
選んだ。

• 職員がチャットソフトを使う中
で「これもあったら嬉しい！」
と思う機能は積極的に導入を検
討した。
(ノート機能を活用し、日程表共
有の仕組みを構築した）

緊急時に電話がつながらず、何度もかけ直しが必要になる等、効率が悪かった
 利用者の訪問スケジュールの変更連絡等、リアルタイムの情報共有が必要な際に、サ責へ

の電話連絡による情報共有を行っており、電話がつながらない等の非効率が発生していた。
 電話では全職員への一斉連絡ができず、”そのとき手が空いている人”を探すのに手間が

かかっていた。

困っていたこと（取組の理由）

課題解決のプロセス（手順） 取組時のポイント・工夫

職員間の情報共有手段を電話からタブレット型端末と
チャットソフトに転換。利用者別のチャットルームを作
成し、利用者ごとの情報を各チャットルームで共有する
仕組みを構築した。

タブレット型端末の手配・チャットソフトの選定
訪問中に持ち歩くのにちょうど良いサイズのタブレット型端末、使い
やすいチャットソフトを相談して選定する。

チャットソフト上のチャットルームの作成
利用者別・連絡内容別等、実態に合ったチャットルームを作成する。

チャットソフトを用いた事業所内の連絡ルールを周知
チャットソフトを使用する目的・タイミングや、各チャットルームの
使い方を事業所内に周知する。

チャットソフトの運用実態を踏まえて運用ルールを改善
チャットソフトに慣れていない人の意見や、チャットソフトでさらに
共有したい情報等を踏まえ、運用ルールを適宜更新する。

（具体例：ノート機能を活用し日程表を共有するタイミングをルール
化）

 ヒト：管理者・サ責が１回１時間程度の議論を４～５回実施。
 モノ：タブレット型端末の導入費、通信費。

取組に必要な準備（コスト）

1

取組内容

2

3

4

 チャットソフトでの連絡により、月間728
分（約12時間）を削減した（職員14人あた
り）。

量的な成果質的な成果

 電話と異なり、連絡内容がチャットソフト
上に残るため、重要な情報の共有漏れが防
止された（特に緊急の日程変更や、サービ
ス時の注意点・変更点等の共有時に役立
つ）。

タブレット型端末使用イメージ

チャットルーム

事業所名

④取組内容

• どんな取組をして、どんな結果
が得られたかを端的に記してい
ます。

• 取り組んだ事業所名とプロジェ
クトメンバーの人数を示してい
ます。

⑨成果

• サービスの質の向上を示した質
的な成果（左側）と量的な効率
化（右側）を示す量的な成果を
記しています。

⑩取組に必要な準備（コスト）

• 取組を実践するために必要な人
的資源のほか、ツールやその維
持費などを分けて記しています。

⑧図表

• 文章よりも図や表の方が、
成果や取組の特徴が伝わる
場合に、イメージとして載
せています。

⑤課題背景・困り事

• 今回取り組んだ課題背景につい
て記載しています。特に、現場
で、どのような問題・困り事が
起きていたのかを記しています。

⑦取組時のポイント・工夫

• 目的を達成するために、取
り組むべき点、注意すべき
点など、取組を円滑に進め
るためのポイントを記して
います。

⑥課題解決のプロセス（手順）

• 取組テーマに着手してから成果
を出すまでのプロセス（手順）
をステップ形式で整理していま
す。何をすべきかを具体的に記
しています。

②サービス種別

• この事例に取り組んだ
事業所のサービス種別
を表しています。

①事例番号

• この事例の事例番号を表しています。

③事例分類

• P.8で示した７つの取組
のうち、どこにこの事
例が位置づくのかを表
しています。

①職場環境の
整備

②業務の明確化
と役割分担

⑤情報共有の
工夫

⑥OJTの仕組み
づくり

③手順書の作成

④記録・報告様
式の工夫

⑦理念・行動指
針の徹底

5Sの視点で安全な介護環境と働きやす
い職場を整備する。

業務の明確化と役割分担の見直しにより、
ムリ・ムダ・ムラ（３M）を削減して、マス
ターラインを再構築する。

ICT等を用いて転記作業の削減、一斉同
時配信による報告申し送りの効率化、情
報共有のタイムラグを解消する。

日常業務を通じた人材育成の仕組みを
つくる。職員の専門性を高め、リーダーを
育成するため、教育内容の統一と指導方
法の標準化を図る。

理念やビジョンを基に職員の経験値、知
識を可視化・標準化することで、若手を含
めた職員全体の熟練度を要請する道筋
を作る。

項目の見直しやレイアウトの工夫等によ
り、情報を読み解きやすくする。

組織の理念や行動指針に基づいて、自
律的な行動がとれる職員を育成する。
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